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ソーシャル・キャピタル概念のヘルスプロモーション活動への

導入に関する検討
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今日，ネットワーク，制度あるいは信頼関係や規範といった社会的要素はソーシャル・キャピ

タル（SC）と呼ばれ，かかる現象の可視化と計測化が試みられてきている。多くの研究によっ

て SC が蓄積されている地域では人々の協調行動が生じ易いことが分かってきているので，SC
の視点からヘルスプロモーション（HP）活動における協調行動を促進させ，より効果的な介入

を行うことができる。SC 概念の理論的研究と実践経験の蓄積は，健康への多様な決定要因を協

調行動によって改善しようとするヘルスプロモーション活動の有効性を高めることに大きく寄与

するものと期待される。

Key words：ソーシャル・キャピタル，ヘルスプロモーション，協調行動

Ⅰ 緒 言

同一の地域開発プログラムを同じプロセスで実

施しても，ある地域ではその活動が進展し，他の

地域では逆に停滞することはしばしば経験すると

ころである。その差が生じる理由は，従来から

ソーシャル・ネットワークやソーシャル・サポー

トの有無，リーダーの存在といった社会的要素の

相違が影響していると考えられてきた。このよう

な社会的要素に加え，関係者相互の信頼関係，地

域や組織内の規範といった目に見え難い事象も含

め，地域活動の盛衰に影響を与える可能性のある

こうした社会的要素を可視化させる概念は，今日

「ソーシャル・キャピタル」（Social Capital, SC）

と呼ばれている1)。

SC の概念の登場はまた，健康に影響を与える

社会的要素に対する関心も引き起こした。1990年

半ば以降，まちや職場，学校など生活の場におけ

る成員らによる共通の目標への協調行動を必要と

するヘルスプロモーション（Health Promotion,

HP）の活動において，その成果を高めるため

SC に関心が寄せられてきている2,3)。

そこで本稿は，わが国における HP 活動へ SC

概念の導入を一層促進させるために，HP におけ

る SC の意義を提言したい。また，SC の視点か

ら観察した HP の事例と SC を醸成する方策にも

言及する。

Ⅱ ソーシャル・キャピタルの基礎概念

始めに SC に関する基礎概念を概観しておき

たい。

SC が文献上初めて記載されたのは1916年だ

が，今日 SC が学際的に重視されるようになった

きっかけは Putnam R. が1993年に，南北および

中部イタリア間の地方政府のパフォーマンスの相

違を信頼，規範，市民参加に関わるネットワーク

といった SC の蓄積の違いで解釈したことによ

る4)。そして，彼の概念を最初に公衆衛生に紹介

した者は Wilkinson R. である（1996年)5)。以降，

保健領域ではソーシャル・ネットワークやソーシ

ャル・サポートといった SC と種々の保健テーマ

（小児発達6)，小児保健7)，精神保健8)，死亡率9)

など）との関係性について数多くの研究が精力的

に実施されてきた。

SC に関する統一した定義は未だなく，研究者

や機関がそれぞれに定義を試みている現状にあ
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る。たとえば，前出の Putnam は「社会の効率性

を改善し，協調行動を促すことのできる信頼，規

範，ネットワークといった社会組織の特性」を

SC と定義した4)。あるいは Gittell R. と Vidal A.

は「コミュニティにおける協調行動を促進する人

々あるいは組織間の社会的つながりに内在する資

源」を SC と呼んだ10)。いずれにせよ，これらの

定義は信頼，人間関係，互恵性の規範，市民参加

のネットワーク，制度，手続きといった SC の構

成要素が蓄積された社会では人々の協調行動が促

されやすいという理解に立脚している。その一方

で，SC は必ずしも社会にとって利益ばかりをも

たらすものではなく，協調行動を阻害する場合も

あることが指摘されている11,12)。さらに，SC を

構成する社会的要素は社会的あるいは民族的コン

テキストによって大いに性質が異なることにも留

意する必要がある2)。

定義と同様に，SC の分類も必ずしも特定化さ

れたものはない。たとえば，Woolcock M. らは注

目している集団・組織あるいはコミュニティが内

部的に結束し協調行動を促す SC と，その集団・

組織・コミュニティが外部の関係組織・機関との

水平的あるいは垂直的関係形成を促す SC とに分

類し，前者を“Bonding Social Capital”，後者を

“Bridging Social Capital”と呼んだ13)。また，

UphoŠ N. は役割と規律，仕組み，手続きと慣

例，ネットワークなどを“Structural Social Capi-

tal”と呼び，個人の心理的要素である規範，信

条，価値，態度などを“Cognitive Social Capital”

として区別した14)。

Ⅲ ヘルスプロモーションにおけるソーシ

ャル・キャピタルの意義

HP は健康に影響を与える様々な決定要因をコ

ントロールし，健康を改善させるプロセスである

と定義される15,16)。また，プロセスへの介入手段

として地域や組織集団における協調行動に重点が

置かれていることも HP の大きな特質の一つであ

る。では，こうした HP の文脈の中で SC は如何

なる意義を持つのであろうか。この問い掛けに理

論と実践の両側面から考察を加えたい。

先ず理論的研究において，健康を規定する要因

のうちソーシャル・ネットワークやソーシャル・

サポート，公共活動や文化活動への参加，知人や

隣人との交流と言った社会関係や人間関係が健康

にもたらす影響を明らかにするために，SC の概

念を活用することができる17)。従来から健康への

影響が研究されてきたソーシャル・ネットワーク

やソーシャル・サポートなどを“Structural SC”

として分類し，これまで曖昧に取り扱われていな

がら健康を促進する協調行動には不可欠である信

頼，規範，価値観などを“Cognitive SC”として

研究の対象に加えた意義は大きい14)。全ての健康

を規定する要因が SC で論証されるものではない

が，少なくとも社会関係や人間関係に属する幾多

の要因の解明に SC 概念の導入は大きく貢献する

ものと期待される18)。このことにより，これまで

曖昧模糊としていた社会的要素を人々が自律的に

コントロールする方策も明らかになるであろう。

実践面では，HP 活動に必要な人々の結束を促

す社会的要素を SC の概念で可視化させる意義が

ある。Hancock T. の言葉を借りるなら，SC はコ

ミュニティを団結させる“接着剤”だからであ

る19)。人々の結束（たとえば，親しい人間関係や

ボランティア活動）がその社会の成員の健康を促

進することは知られている20)。SC の視点を入れ

て実践経験を評価することによって，結束を効果

的に誘発する戦術も生み出されてくるであろう。

SC の概念を利用すれば，協調行動の一例とし

ての行政とコミュニティ間の関係性に関する戦略

的枠組みを考えることもできる。両者間の関係は

“Bridging SC”の形成という概念で論じることが

可能である。さらにこの“Bridging SC”を構築

するには，行政とコミュニティをつなぐ規則，仕

組み（委員会の設置など）といった“Structural

SC”が必要である一方で，行政と住民との間の

信頼形成，価値観・目標の共有などの“Cogni-

tive SC”の醸成も不可欠である。両者間で

“Bridging SC”の構築を行うには，結局，行政に

対する介入（ガバナンス支援）とコミュニティに

対する介入（住民のエンパワーメント支援）が必

要となる。これら双方からのアプローチの相乗効

果によって行政とコミュニティの協働関係が成立

すると考えられる21)。

Ⅳ ソーシャル・キャピタルの視点から観

察したヘルスプロモーションの事例

ソーシャル・ネットワークやソーシャル・サ
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図１ 活動と成果に影響を与えるソーシャル・キャピタル

出典：文献21)を著者により一部改変。
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ポート等の健康影響に関する研究や事例はこれま

でにも多く公表されてきたが，HP と SC と言う

新しい概念をリンクさせた報告は未だ多くはな

い。本項では HP に SC 概念を導入した理論研究

と実践活動の事例を紹介する。

Hyyppa MT. と Maki J. は，フィンランドのス

ウェーデン語を話す少数派とフィンランド語を話

す多数派のコミュニティ間における SC の相違

が，両者の健康レベルに較差を与えているとする

研究結果を報告している22)。前者少数派の人々は

後者多数派に比べて，遺伝，生活環境，教育歴，

保健サービスの利用度，社会経済状況は同じであ

るにもかかわらず，有病率や死亡率が有意に低か

った。この較差は，ボランティア活動，友人間の

ネットワーク，宗教活動，趣味活動といった SC

が前者において有意に高かったことから，SC の

高低によるものであると結論付けた。したがって，

Hyyppa らは HP では社会的参加を一層促進すべ

きことを強調している。

実践事例として，Glass TA. らは米国ボルチモ

アで高齢者を小学校に派遣し，子ども達の生活指

導を行うプログラム（Experience Corps）を報告

している23)。この活動で高齢者自身の健康が改善

された他，教師父兄の参加，学校とコミュニティ

のつながりなど SC を介した学校環境改善へ間接

的インパクトのあったことを分析している。

Ⅴ ソーシャル・キャピタル醸成の方策

公衆衛生において SC を活用するにはなお多く

の議論があるが24)，何らかの介入により SC を醸

成することは可能であろうかという実践論上の問

題は特に重要である。

これを論じる前に，SC と介入による活動と成

果との関係を整理しておきたい。図 1 は SC と介

入には二つの接点があることを示している21)。一

つ目は当該社会・集団に，すでに蓄積されている

SC を利用することで人々の協調行動を促し，そ

の結果，活動による成果の実現を促進させる場合

である。二つ目は活動によって SC を醸成し，そ

の SC が成果の持続性に影響を与える場合であ

る。この 2 通りの場合を行政による障害者の社会

復帰促進事業を例として考えてみると，住民間に

良好な信頼関係，高い共生感覚があって協調行動

を経験した組織（既存の SC）がある地区での当

該事業は円滑に進展し，期待通りの成果を生み出

す確率は高い。一方，当該事業を通して新たなネ

ットワークが生まれれば（醸成された SC），さ

らに障害者の社会復帰活動の持続的発展性に正の

影響を及ぼすかもしれない。理論上は SC のこう

した特性，可能性を予め考慮することで，合目的

的な事業を企画することができるようになるはず

である。

Baum F. と Palmer C. はオーストラリアのアデ

レード市近郊にある社会経済レベルが低く SC

（特に社会参加）も低い地域で SC の醸成を図っ

た HC 活動の事例を報告している25)。Baum らは

SC を醸成するために，地元商店や喫茶店に助成

金を与えて集会所や雇用確保の場とする，コミュ
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ニティ活動を促進させる職員を配置した公園を整

備する，散歩に適した場を確保する，全般的な環

境改善を推進するなどを挙げている。Hancock

T. は SC の醸成には雇用状況の改善が必要であ

るとして，その適例としてコミュニティ・ガーデ

ン（市民農園）の設置を推奨している19)。また，

大守は理論的考察から SC 醸成の政策として，１

ボランティア活動，社会的貢献のできる成熟した

市民を育成する教育改革，２雇用機会，年金，治

安などで安心感を与えさせる政策，３個人情報の

保護と地域通貨の活用，４NPO 活動の促進と税

制上の優遇策を列挙している26)。

このように，雇用が確保され安定した生活と安

全なコミュニティ環境の整備の上に，人々の交流

を活発化させる策は全て SC を醸成させることに

つながると考えられる。しかし，SC は外部者が

強化できるかどうかについては未だ賛否両論ある

ことも事実である27,28)。今後の多くの実証研究の

蓄積が待たれるところである。

Ⅵ 結 語

地域・集団を介入対象とする公衆衛生では，こ

れまでにもネットワークや制度を構築するばかり

ではなく，人々の集団行動に関する心理的側面

（規範や信頼感）へ配慮する取り組みも展開して

きたはずである。だが，そこに論理的考察が加え

られてきたとは必ずしも言い難い。しかし，SC

の概念を導入することで，従来直感的に把握され

てきたこうした社会的要素を客観的に認知し，事

業への理論的挿入と測定を可能とすることに貢献

できるのではないかと期待される。

Maria de Souza E. が述べているように，HP の

概念と実践の間に未だギャップが存在しているが，

SC の登場により従来の疫学方法に新たな手法が

組み入れられたことで，そのギャップを小さくす

ることができるかもしれない29)。とくに，行政，

住民，民間，NGO/NPO など多くの地域アク

ターの協調した行動が必要な HP 活動においては，

SC を念頭に置いた企画と評価が実施されれば，

活動の成果がより高まるばかりでなく，モニタリ

ング・評価による科学的根拠による活動が期待で

きるであろう。

しかし，SC の概念が社会開発や保健の領域に

導入されはじめてからまだ日は浅い。今後 SC に

関する更なる研究と実践経験が蓄積されることを

期待してやまない。

（
受付 2004.11.19
採用 2006. 5.19)
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Social factors, such as networks, institutions, trust, and social norms, are currently known as `̀ So-
cial Capital'', the concept of which seeks to provide a basis for visualization and measurement of phenome-
na stemming from such factors. As a considerable amount of research has demonstrated that collective ac-
tions may be established with a greater degree of ease in communities with well-accumulated social factors,
we can promote collective actions of Health Promotion activities through the concept of Social Capital and
thereby establish more eŠective intervention. It is to be expected that theoretical research and operational
experience using Social Capital may contribute to enhancing the eŠectiveness of Health Promotion activi-
ties, improving various health determinants through collective action.
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